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１ 開 会 

 

 

 

２ 議 題 

 

令和元年度（平成３０年度分）事務事業評価（第三者評価）について 

事務事業名 局名 

円山コンサート 文化市民局 

木質ペレット需要拡大事業 産業観光局 

看板等路上物件適正化事業 建設局 

児童療育センター運営事業 子ども若者はぐくみ局 

 

 

３ 閉 会 

 

日時 令和元年１２月１８日（水） 

   １３：００ ～ １７：１５ 

場所 京都市役所 



事務事業名 局名 所属名 役職 氏名

文化芸術都市推進室文化芸術企画
課

事業担当課長 金田　ひろ野

文化芸術都市推進室文化芸術企画
課

振興係長 三原　康弘

林業振興課 森林資源・鳥獣対策担当部長 川田　唯男

林業振興課 木材資源活用係長 井上　智喜

林業振興課 係員 坪内　香穂

道路河川管理課 課長 山原　誉志

道路河川管理課 課長補佐 岩本　鉄也

道路河川管理課 係員 三川　大輔

子ども若者未来部子ども家庭支援
課

障害児支援係長 森田　孝紀

子ども若者未来部子ども家庭支援
課

係員 黒木　健伍

看板等路上物件適正化事業 建設局

児童療育センター運営事業
子ども若者はぐく

み局

令和元年度　第二回　事務事業評価委員会出席者名簿

円山コンサート 文化市民局

木質ペレット需要拡大事業 産業観光局



■支出の部（円） ■支出の部（円）

金額(税込) 小計(税込) 備考 金額(税込) 小計(税込) 備考

1 フォークコンサート 10,867,553 1 フォークコンサート 11,951,579

出演関係費 6,340,000 出演関係費 6,470,000

会場設営等関係費 3,159,555 会場設営等関係費 3,359,055

広報費 859,800 広報費 888,600

その他
508,198

チケット登録手配料，
イベント保険料等

その他 1,233,924 チケット販売手数料，
イベント保険等

2 カントリーコンサート 4,503,498 2 カントリーコンサート 4,903,432

出演関係費(交通・宿泊費含む) 1,800,000 出演関係費 1,850,000

会場設営等関係費 1,445,755 会場設営等関係費 1,549,355

広報費 774,800 広報費 831,400

その他
482,943

チケット登録手配料，
イベント保険料等

その他
672,677

チケット販売手数料，
イベント保険等

15,371,051 16,855,011

3 全体管理 1,532,628 3 全体管理 1,614,989

16,903,679 18,470,000

■収入の部（円）

各項目計 各項目計 備考

1 委託料収入 6,400,000 1 委託料収入 17,330,000

2 協賛金による収入 1,175,000 2 協賛金による収入 1,140,000 １３社

3 入場料売上 9,328,679 18,470,000

16,903,679

■参考　チケット売上

合計

入場料売上 9,952,200

備考

平成２９年度 平成３０年度

  合　　　　　　　　計

項目

小　　　　　　　計

備考

フォーク　　7,594,700
カントリー　2,172,500
２日券　　　　185,000

円山コンサート　過去２年間の単年度収支

■収入の部（円）

項目

項目

　小　　　　　　　　計

  合　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

合           計

１６社

フォーク　　7,197,025
カントリー　2,104,654
２日券　　　　 27,000

（ 令和元年度第二回事務事業評価委員会資料）











（令和元年度第二回事務事業評価委員会資料） 

 

 

木質ペレット需要拡大事業の概要 

 

１ 事業概要 

 本市は市域面積の３／４が森林であるものの，林業の担い手不足，木材価格の低迷のほか，度重な

る自然災害等により，適切に管理されていない森林が増加し，木材生産のほか，土砂災害の防止，温

室効果ガスの吸収源，景観の保全，水を育む機能など，森林の持つ様々な機能（多面的機能）の低下

が危惧されています。 

そのため，本市では林業を活性化し，森林を適切に保全するため，建築用材に使えないような木材

を燃料として活用する木質ペレットの普及に取り組み，木質ペレットストーブ及びボイラーの導入に

対して補助金を交付しています。 

木質ペレットは，これまで廃棄されていた間伐材等を原料として製造されるため，林業家の新たな

収入源につながることから，間伐等の森林整備が促進されます。その結果，森林の多面的機能が維持

されるとともに，温室効果ガスの排出量が削減され，低炭素社会の実現にも寄与するものです。 

 

２ 対象者 

京都市内の事業所，店舗，住宅等に木質ペレットを燃料とするストーブやボイラーを導入する者 

 

３ 補助率等 

(1) 木質ペレットストーブ 

 ア 店舗等：本体購入費の１／３以内。上限１００千円。 

 イ 住 宅：本体購入費の１／４以内。上限 ７５千円。 

※ ただし，左京区北部山間地域については住宅や店舗等に限らず，本体購入費の１／２以内。 

上限１５０千円。 

(2) 木質ペレットボイラー 

導入費の２／３以内。上限２５，０００千円。 

 

 

 

 

 

 

 

木質ペレット        木質ペレットストーブ     木質ペレットボイラー 



 
木質ペレット需要拡大事業における予算・決算及び補助執行率の推移等 

 
  １ 過去５年間の予算・決算及び補助執行率の推移 

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 

予 算 30,000 千円 26,600 千円 6,000 千円 6,000 千円 2,200 千円 

決 算 8,704 千円 7,699 千円 5,698 千円 5,682 千円 2,188 千円 

補助執行率 29.0％ 28.9％ 95.0% 94.7％ 99.5% 

補助 

件数 

ボイラー 1 台 1 台 － 1 台 － 

ストーブ 48 台 30 台 45 台 23 台 28 台 

（補足） 
平成２６年度及び平成２７年度の予算編成時においては，温浴施設などの木質ペレットの使用量

が多く，かつ導入経費が高い大型ボイラーの導入を見込んでいた。事業者に対する普及啓発に取り

組んだものの，結果として大型ボイラーの導入に至らなかったため，補助執行率は低くなった。 
そのため，平成２８年度からは，ボイラーの補助申請実績に応じて予算化を行っており，より適

切な予算執行に努めている。 
 
  ２ 過去５年間の木質ペレット生産量及び販売量の推移 

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 

生産量 882t 1,016t 903t 943t 723t 

販売量 781t 777t 1,020t 843t 656t 

 

 



木質ペレット需要拡大事業の見直しの経過 

 

１ 目標設定の考え方 

（１）見直しに至る経過 

   京都市地球温暖化対策計画（以下，「温対計画」という）では，間伐材のエネルギー利用

を拡大することで０．３万 t のＣＯ２削減を見込んでいる。この削減量は，木質ペレット

の年間生産量に換算すると３，５００ｔに相当し，この数値を令和２年度における事業目

標として，需要拡大に取り組んできた。 

しかしながら，ランニングコストや設置スペース等の課題があり，平成３０年度の木質

ペレットの生産量は７２３ｔにとどまるなど，令和２年度の目標達成は厳しい状況にある。 

（２）見直しの方向性 

近年，再生可能エネルギー固定価格買取制度（ＦＩＴ）により，京都府内及び近隣府県

を含む各地で木質バイオマス発電所の計画や稼働が相次いでいる。こうした施設では，木

質ペレットだけではなく，木質チップや原木丸太を使うなど，燃料用途での木材需要が高

まってきている。 

そのため，木質ペレットの生産だけでなく，木質チップ及び原木丸太を木質バイオマス

発電所や燃料供給事業者へ安定的に供給する仕組みを構築し，木質バイオマス全体で計画

を達成していくよう，見直しを検討する。 

なお，その結果を踏まえ，事務事業評価の指標についても，令和２年度の評価実施時に

おいて，見直すこととする。 

 

〇参考 事務事業評価における指標の見直し状況について 

１ 平成２９年度（平成２８年度分評価） 

（１）見直し内容 

「業績評価」のうち「目標達成度」の「指標１」を次のとおり見直した。 

  （見直し前）： 木質ペレットストーブ及びボイラー導入件数 

  （見直し後）： 補助により導入されたボイラー及びストーブの木質ペレットの消費量 

（見込み） 

（２）見直し理由 

本事業は，木質資源のエネルギー化の推進が目的であるが，ストーブ（約１ｔ）とボ

イラー（約５０ｔ）では，ペレットの年間平均使用量が大きく異なるため，導入件数の

みでは使用される間伐材等の量や温室効果ガスの排出源対策の効果を正確に測ることは

できない。そのため，事業効果を的確に把握し評価するため，ペレットの消費量に見直

した。 

 

 

 



２ 平成３０年度（平成２９年度分評価） 

  （１）見直し内容 

「業績評価」のうち「目標達成度」の「指標２」を次のとおり見直した。 

  （見直し前）： 木質ペレット販売量 

  （見直し後）： 木質ペレット生産量 

（２）見直し理由 

販売量は在庫調整の影響を受ける可能性があり，またペレットの生産過程では，原料

となる木材の乾燥に事業者が自ら生産したペレットを使用しているなど，販売量のみで

は，間伐材等の量や温室効果ガスの排出源対策の効果を正確に測ることはできない。そ

のため，事業効果を的確に把握し評価するため，ペレットの生産量に見直した。 



（令和元年度第二回事務事業評価委員会資料） 

 

看板等路上物件適正化事業について 

   

１ 業務の概要 

通行の安全確保及び広く，美しい道路の実現を目指し，道路上の空間に設置された上空看板及

び日よけ等の設置状況の把握及び不法占用の解消に取り組むことにより，道路利用の適正化を推

進する事業として，昭和５９年度から実施している。 

道路法及び京都市道路占用条例等に適合する物件に対し道路占用許可の申請を指導するとと

もに，基準に適合しない物件については撤去・敷地内収容や設置方法の変更などの改善指導を行

っている。 

○申請指導…道路占用許可基準に適合しているが，道路占用許可のない（未申請）物件が対象 

○撤去指導等…道路占用許可基準に適合してない物件が対象。撤去・敷地内収容又は基準に適合す

るよう改善を指導 

  ※関係法令等は別添パンフレット参照 

 

本市が管理する全ての道路（約３，６００km）を３区分（幹線道路，準幹線道路，その他道路）

し，担当職員４名が全ての道路を巡回指導している（「幹線道路」及び「準幹線道路」は３年に

２回，「その他道路」は３年に１回）。 

なお，上空看板及び日よけのうち，屋外広告物に該当するものについては，都市計画局広告景

観づくり推進室が「屋外広告物等に関する条例」に基づき許可，指導等を行っていることから，

同室との情報共有や連携を緊密にしながら，道路法（高さ，出幅等）と条例（意匠，色彩等）の

区別等について，市民に丁寧に説明するよう努めている。 

 

 

２ 指導対象件数の推移及び指導件数の推移（年比較） 

① 申請指導 

 

 

 

 

 

 

② 撤去指導等 

 

年度 指導対象件数 指導件数 備考（対象路線）

26 8,266 4,930 幹線・準幹線

27 6,031 2,203 その他道路

28 5,564 3,315 幹線・準幹線

29 4,956 2,778 幹線・準幹線

30 4,427 1,666 その他道路

年度 指導対象件数 指導件数 備考（対象路線）

26 11,430 7,311 幹線・準幹線

27 10,899 3,805 その他道路

28 10,248 6,448 幹線・準幹線

29 9,612 5,861 幹線・準幹線

30 9,109 3,237 その他道路







申請済

目指す状態

（指導不要）

申請 撤去・収容 放置 【新設・改修】 改修（基準適合） 撤去・収容 放置 【新設・改修】

（指導終了） （指導終了） ①申請指導 ①申請指導 ①申請指導 （指導終了） ②撤去等指導 ②撤去等指導

　 （ １ ） 平 成 ２ ９ 年 度

2,778 2,778

2,178

4,956

屋外広告物法 道路法

A（道路上）： 対象 対象

B（民地内）： 対象

2,761 C（民地内）： 対象

1,666 1,666

4,427計

その他道路

２　「指導対象件数」と「指導件数」（「①申請指導」の場合）

指導対象件数

4,956

↑

指導件数

29 2,778

↑

計

巡回対象路線にある未申請物件

幹線・準幹線

幹線・準幹線

備考（対象路線）

その他道路

幹線・準幹線

年度 指導対象件数 指導件数

年度 備考（対象路線）

その他道路 その他道路

30 4,427 1,666

↑ ↑

市内にあるすべての未申請物件

市内にあるすべての未申請物件

巡回対象路線にある未申請物件

幹線・準幹線

未申請 （申請不可）

【看板（屋外広告法・道路法）】

（参考資料１）

１　「申請指導」と「撤去等指導」

京都市が管理する道路上にある物件（看板・⽇よけ）

基準適合 基準不適合

①申請指導 ②撤去等指導

　　　　　↓【指導】 　　　　　↓【指導】

道路上に突き出ている看板・⽇よけ等の物件が，すべて許可基準に適合し，占⽤申請がされている状態を⽬指す。

Ａ：突出看板 Ｂ：平看板 Ｃ：支柱看板

歩道
⺠地車道



【指導対象件数・指導件数と実績値】

(1) 指標１：申請指導

年度 指導対象件数(A) 指導件数(B) 目標値(C) 実績値(D) 達成度(D÷C) 実績率①（D÷A） 実績率②(D÷B) 備考（対象路線）

26 8,266 4,930 147 344 234.0% 4.16% 6.98% 幹線・準幹線

27 6,031 2,203 344 294 85.5% 4.87% 13.35% その他道路

28 5,564 3,315 294 185 62.9% 3.32% 5.58% 幹線・準幹線

29 4,956 2,778 222 227 102.3% 4.58% 8.17% 幹線・準幹線

30 4,427 1,666 227 205 90.3% 4.63% 12.30% その他道路

(2) 指標２：撤去指導

年度 指導対象件数(A) 指導件数(B) 目標値(C) 実績値(D) 達成度(E=D÷C) 実績率①（D÷A） 実績率②(D÷B) 備考（対象路線）

26 11,430 7,311 1,764 2,741 155.4% 23.98% 37.49% 幹線・準幹線

27 10,899 3,805 2,741 1,473 53.7% 13.52% 38.71% その他道路

28 10,248 6,448 1,768 837 47.3% 8.17% 12.98% 幹線・準幹線

29 9,612 5,861 1,004 831 82.8% 8.65% 14.18% 幹線・準幹線

30 9,109 3,237 997 599 60.1% 6.58% 18.50% その他道路

【今後の目標値の設定方法案】

〔案１〕　「指導対象件数」を0にすることが目標である。「指導対象件数」と指導した結果としての「実績値」との関連性を目標値として設定する。

H28 H29 H30 H28 H29 H30
【A】3年間の「指導対象物件」の平均値 6,620 5,517 4,982 10,859 10,253 9,656
【B】3年間の「実績値」の平均値 274 235 206 1,684 1,047 756
【C】当該年度の「実績値」 185 227 205 837 831 599
【D】当該年度の「指導対象件数」 5,564 4,956 4,427 10,248 9,612 9,109
【F】B÷A×１００⇒ 目標値 4.14 4.27 4.13 15.50 10.21 7.83
【G】C÷D×１００⇒ 実績値 3.32 4.58 4.63 8.17 8.65 6.58

目標達成度 80.2% 107.4% 112.2% 52.7% 84.7% 84.0%

〔案２〕　指導対象件数を0にすることが目標であるが，指導件数は各年度で異なることを踏まえ，「指導と結果」の関連性をより明確にした目標値を設定する。

H28 H29 H30 H28 H29 H30
【A’】：3年間の「指導物件」の平均値 5,855 2,765 2,586 5,855 5,371 5,182
【B】：3年間の「実績値」の平均値 274 235 206 1,684 1,047 756
【C】：当該年度の実績値 185 227 205 837 831 599
【D’】：当該年度の指導件数 3,315 2,778 1,666 6,448 5,861 3,237
【J】B÷A’×１００⇒ 目標値 4.69 8.51 7.95 28.76 19.49 14.58
【K】C÷D’×１００⇒ 実績値 5.58 8.17 12.30 12.98 14.18 18.50

目標達成度 119.1% 96.0% 154.7% 45.1% 72.7% 126.9%

指標①申請指導 指標②撤去指導等

（参考資料２）

〔留意事項〕　①指導対象件数・指導件数は毎年減少傾向にある。　　②残っていく物件は，指導が困難な物件の割合が多くなっていく。　　③指導対象件数が反映されていない。

指標①申請指導 指標②撤去指導等



（令和元年度第二回事務事業評価委員会資料） 
 

児童療育センター運営事業について 

 

１ 趣旨・目的 

京都市南部地域における療育の拠点施設となる京都市児童療育センター及び京

都市北部地域（旧京北町）における療育の拠点施設となる京都市児童療育所におい

て，障害のある児童の早期発見・早期療育を目的に総合療育事業を行う。 

 

２ 事業内容 

児童療育センター（伏見区深草西浦町六丁目６５）において，言語障害児を対象 

とした親子通園による療育「あおぞら教室」を実施している。また，児童療育所（右

京区京北下中柿木通６－３）において，京北地域の知的障害児及び言語障害児を対

象とした親子通園による療育「すぎのこ教室」を実施している。 

 
３ 委託先 

社会福祉法人京都総合福祉協会 

 
４ 事業経過 

平成２８年度に，知的障害児を対象とした親子通園による療育「おひさま教室」 

（平成２７年度まで実施）を児童発達支援センターきらきら園に統合した。 

 

５ 事務事業評価の目標設定見直し 

在籍児童数，平均利用者数について，平成３０年度まではそれぞれ近年の利用実

績から最も高い利用児童数を目標値として設定していたが，近年実績が悪化してお

り，より実態に近くなるよう令和元年度から過去３箇年の実績値の平均値を設定す

ることとした。 

児童の通園日数は，週１回通園を最高に，隔週１回月１回等，ケースの状況によ

り個々に定められている。児童の状況により個々に適切な療育回数が定められてお

り，一律に利用回数の設定は困難である。目標値を直近３箇年の実績値の平均値と

することにより，より実態に近い形でサービスが有効に利用されているかどうかを

判断することができる。 

 

６ 実績悪化の理由及び今後の取組の方向性 

総合療育事業は，児童発達支援を受けられない児童に対する補完事業としての位 

置付けであるが，児童発達支援事業所の増加により，待機児童が減少しているため，

利用者数が減少している。 

  現在，総合療育事業においては，言語障害や，京北地域において児童発達支援を

利用することが困難な児童の受け皿となっており，児童発達支援事業所が拡充され

れば，当該事業を終了する予定である。 



児童療育センター運営事業 過去５年間の利用状況 

 

（単位：人） 

  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

在籍児童数（年度末時点） 150 165 51 54 45 

平均利用者数（１日あたり） 12.7 32.1 4.5 3.2 5.0 

 

 


